
 

 

第３回東京都北区子ども・子育て会議 就学前教育・保育部会次第 

 

日時：平成 26 年６月 20 日（金） 

                                  午後 6 時 30 分～ 

会場：北とぴあ 7 階第一研修室 

 

１ 開会 

 

 

２ 議事 

（１）教育・保育の「量の見込み」「確保方策」ワークシートについて 

（２）区立幼稚園の今後の方向性 

（３）その他 

 

 

３ 閉会 

 

 

【配布資料】※資料 1～７は事前送付済みです。 

資料 1 教育・保育施設の「量の見込み」「確保方策」ワークシート 

資料 2 「区立幼稚園の今後の方向性について」レジュメ 

資料 3 東京都北区立幼稚園新入園児募集案内 

資料 4 幼稚園審議会答申（第７次） 

資料 5 きらきら０年生応援プロジェクト事業に関わる動向 

資料 6 「きらきら０年生応援プロジェクト」設置の背景と５年間の主な事業

資料 7 二十三区の状況（区立幼稚園等） 

資料 8 幼保連携型認定こども園教育・保育要領 

※この他に、「子どもたちの育つ姿」を席上配布。 
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教育・保育施設の「量の見込み」「確保方策」ワークシート（6/20 現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 事業量の実績と見込み 

③ 区の事業の概要（現行） 

⑤ アンケートからとらえた現状とニーズ 

⑥ 今後に向けての方向性と留意点 

・今後、定期的に利用したい事業で、「認可保

育所」の割合が 52.0％と最も高くなってい

る。 

・また、「認可保育所」の割合が０歳児で、

65.2％、１歳児で 59.5％となっている。 

・母親の就労状況別にみると、フルタイムで、

「認可保育所」の割合が８割程度、パート

タイムで５～６割程度となっている。 

・認可保育所の利用ニーズが高いことから、

当面は認可保育所を基軸とした新規整備を

進める。 
・認可保育所への移行を希望する認証保育所

で、設置運営基準を満たす見込みのある施

設に対し、支援を行う。 
・地区間において施設や事業の偏在、需給バ

ランスの不均衡が生じた場合、状況に応じ

て解決策を検討し、調整を行う。 
・低年齢児（0-2 歳）に特化した保育事業につ

いて、その先の受け皿として多様なサービ

スを選択できるように必要な定員を確保す

るよう努める。 

② 新制度概要  

保
育
園
（
所
） 

認
定
こ
ど
も
園 

地
域
型
保
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【事業目的】 

 就労や病気などのため、家庭で子どもの保育ができ

ないときに、保護者に代わって子どもを保育園等施

設で保育する。 

【対象者】 

 就労、妊娠・出産、保護者の疾病・障害、親族の介

護・看護、求職活動など、子どもを保育できない事

情がある保護者。 

【事業内容】 

 保育園の開園日 ： 月～土 

 保育園の開園時間： 7：15～18：15 

   このあと延長保育（１時間～３時間）あり 

 通常保育のほか、緊急保育、一時保育、休日保育、

病後児保育なども行っている。 

【保育施設数】  

認可保育所 区立保育園 42 園 

私立保育園 22 園  

 認証保育所 ８園 

定期利用保育施設 ２園 

 小規模保育所 １園 

家庭福祉員 ８所 

・市町村は、児童福祉法及び子ども・子育て支援法に

定めるところにより、保育を必要とする子どもに対し、

保育所において保育をしなければならない。 

・市町村は、認定こども園、家庭的保育事業等により、

保育を必要とする子どもに対し、必要な保育を確保す

るための措置を講じなければならない。 

・教育・保育施設を対象とする施設型給付に加え、「小

規模保育」「家庭的保育」「居宅訪問型保育」「事業所内

保育」の保育事業を市町村による認可事業とした上で、

地域型保育給付の対象とし、多様な施設や事業の中か

ら利用者が選択できる仕組みとなる。 

＜見込み＞ 
ニーズ調査結果及び幼少人口推計により算出。 
＜補正＞ 
【３号認定】 
０歳児の母親の産休・育休中を除く。 
平日の教育保育を利用しない理由が利用する必要

がない人を除く。 

※利用者の住所で３地区に仕分けた。 

＜実績＞ 
保育施設在園児数 

※施設の所在地で３地区に 
仕分けた。 

① 事業名 
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【保育所（園） 認定こども園 地域型保育】 

⑦ 確保方策 （案） 
【赤羽地区】 

 

1 年目（平成 27 年度） 2 年目（平成 28 年度） 3 年目（平成 29 年度） 4 年目（平成 30 年度） 5 年目（平成 31 年度） 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 
保育利用 保育利用 保育利用 保育利用 保育利用 

①量の見込み 1,373 人 1,341 人 1,393 人 1,383 人 1,435 人 1,417 人 1,469 人 1,446 人 1,511 人 1,460 人 

②確保の内容 

保育園・認定こども園 1,548 人 1,177 人 1,671 人 1,222 人 1,725 人 1,267 人 1,725 人 1,267 人 1,725 人 1,267 人 

地域型保育事業   0 人   19 人   19 人   19 人   19 人 

認可外保育施設等 5 人 145 人 5 人 145 人 5 人 145 人 5 人 145 人 5 人 145 人 

②－① 過不足 180 人 ▲19 人 283 人 3 人 295 人 14 人 261 人 ▲15 人 219 人 ▲29 人 

 
 
【王子地区】 

 

1 年目（平成 27 年度） 2 年目（平成 28 年度） 3 年目（平成 29 年度） 4 年目（平成 30 年度） 5 年目（平成 31 年度） 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 
保育利用 保育利用 保育利用 保育利用 保育利用 

①量の見込み 940 人 893 人 932 人 919 人 929 人 943 人 951 人 961 人 978 人 972 人 

②確保の内容 

保育園・認定こども園 1,157 人 970 人 1,157 人 1,008 人 1,157 人 1,008 人 1,157 人 1,008 人 1,157 人 1,008 人 

地域型保育事業   37 人   37 人   37 人   37 人   37 人 

認可外保育施設等 0 人 94 人 0 人 94 人 0 人 94 人 0 人 94 人 0 人 94 人 

②－① 過不足 217 人 208 人 225 人 220 人 228 人 196 人 206 人 178 人 179 人 167 人 

 
 
【滝野川地区】 

 

1 年目（平成 27 年度） 2 年目（平成 28 年度） 3 年目（平成 29 年度） 4 年目（平成 30 年度） 5 年目（平成 31 年度） 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 

3-5 歳 

保育の必要

性あり 0-2 歳 

保育の必要

性あり 
保育利用 保育利用 保育利用 保育利用 保育利用 

①量の見込み 914 人 902 人 927 人 981 人 986 人 1,005 人 1,028 人 1,028 人 1,102 人 1,039 人 

②確保の内容 

保育園・認定こども園 818 人 712 人 929 人 760 人 929 人 760 人 929 人 760 人 929 人 760 人 

地域型保育事業   19 人   38 人   38 人   38 人   38 人 

認可外保育施設等 0 人 65 人 0 人 65 人 0 人 65 人 0 人 65 人 0 人 65 人 

②－① 過不足 ▲96 人 ▲106 人 2 人 ▲118 人 ▲57 人 ▲142 人 ▲99 人 ▲165 人 ▲173 人 ▲176 人 

 
保育園・認定こども園＝認可保育園（区立）＋認可保育園（私立）＋認定こども園（保育利用） 

地域型保育＝小規模保育所 

認可外保育施設等＝認証保育所＋定期利用保育施設＋家庭福祉員
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教育・保育施設の「量の見込み」「確保方策」ワークシート（6/20 現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 事業量の実績と見込み 

③ 区の事業の概要（現行） 

単位：人 
⑦ 確保方策 （案） 

⑤ アンケートからとらえた現状とニーズ 

⑥ 今後に向けての方向性と留意点 

・今後、定期的に利用したい事業で、「幼稚園」

の割合が 48.6％となっている。 

・年齢別でみると、２歳以上で約５割と高く

なっている。 

・母親の就労状況別にみると、働いていない

親で「幼稚園」の割合が８割以上と高くな

っている。 

・保育園在園児や在宅の児童に対する就学前

教育の必要性が増しており、幼稚園・認定

こども園に対する需要は今後増大する見込

みである。 
・園に通っていない子どものご家庭が、子育

て相談や親子の交流の場となる幼稚園・認

定こども園の役割は大きくなる。 

・保護者の働いている状況に関わりなく、ど

のお子さんも教育・保育を一緒に受ける認

定こども園の設置は、条件さえ整えば拡大

していくと思われる。 

 
平成 

27 年度 

 

28 年度 

 

29 年度 

 

30 年度 

 

31 年度 

幼稚園 
認定こども園

4,969 4,969 4,969 4,969 4,969 

 
 

② 新制度概要 

 

幼
稚
園 

認
定
こ
ど
も
園 

【事業目的】 

満３歳から小学校入学までの幼児が、生きる力の

基礎を育み、様々な遊びを中心とした教育を受け、

小学校以降の学習の基盤を培うことができる「学

校」。 

 

【対象者】 

満３歳から小学校入学前の幼児 

 

【事業内容】 

 幼児期の特性を踏まえ、適正な環境を与えて、生き

る力を基礎を育成する。 

 

区内幼稚園数 私立幼稚園 23 園 

        区立幼稚園 ６園 

(区立は４歳児からの２年保育)  

・認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付

（「施設型給付」）及び小規模保育等への給付（「地域型

保育給付」）の創設。 

・幼稚園については、新制度への移行するか、又は現

行制度のまま継続するか、各園の判断においてどちら

かを選択。 

・認定こども園については、類型に関わらず、原則新

制度へ移行する。 

 

＜実績＞ 
在籍園児数 
 

＜見込み＞ 
ニーズ調査結果及び幼少人口推計

により算出。 

幼稚園・認定こども園＝幼稚園（区立）＋幼稚園（私立）＋認定こども園（教育利用）

① 事業名 
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「区立幼稚園の今後の方向性」 
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子ども・子育て会議                                  

就学前教育・保育部会                              

審議事項                                        

「区立幼稚園の今後の方向性」 

１ 区立幼稚園の現況 

北区は昭和４７年から５５年にかけて、１０園の区立幼稚園を開設し、幼稚園教育の

一端を担ってきました。 

５歳児の特別支援対象児（障害のある幼児）の受入れを昭和５０年に開始し、平成２

年よりすべての園で実施しました。その後、幼児数の減少などにより、多くの区立幼稚

園で充足率が落ち込むようになりました。そこで平成７年８月に第６次幼稚園審議会の

答申を受け、応募幼児数が一定数を下回る区立幼稚園については、休園・廃止の方

針を打ち出し、現在は６園で運営しています。 

 

（１） 区立幼稚園一覧 
   

  名称 開設年月日   
 

1 うめのき幼稚園 S47.5.1   
 

2 たきさん幼稚園 S47.5.1     

3 じゅうじょうなかはら幼稚園 S49.5.1   
 

4 さくらだ幼稚園 S51.5.1   
 

5 ふくろ幼稚園 S52.5.2     

6 ほりふな幼稚園 S55.5.1   
 

      休園 廃止 

  おうしょう幼稚園 S48.5.1 Ｈ10 年度～ H13 年度 

  としま幼稚園 S48.5.1 Ｈ14 年度～ H21 年度 

  とよかわ幼稚園 S50.4.15 Ｈ22 年度～ H22 年度 

  きりきた幼稚園 S53.5.1 Ｈ１１年度～ H14 年度 
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（２） 教育目標 

幼稚園は、幼児を保育し、適当な環境を与えて、その心身の発達を助長

することを目的としています。区立幼稚園では、心身ともに調和のとれた人

間性豊かな幼児の育成を目指した、一人ひとりの発達の特性に応じたきめ

細やかな教育を行い、小学校等との活発な相互交流を図っています。 

 

（３） 定員数、園児数及び充足率 

 

 
※園児数は平成２５年５月１日現在 

※（）の数字は特別支援を必用とする幼児数・内数 

 

４歳充足率 ５歳充足率 充足率

う め の き 33 ( 2 ) 31 ( 2 ) 94% 35 ( 2 ) 29 ( 2 ) 83% 68 ( 4 ) 60 ( 4 ) 88%

た き さ ん 30 ( 2 ) 27 ( 1 ) 90% 32 ( 2 ) 27 ( 2 ) 84% 62 ( 4 ) 54 ( 3 ) 87%

じ ゅ う な か 33 ( 2 ) 20 ( 2 ) 61% 35 ( 2 ) 24 ( 2 ) 69% 68 ( 4 ) 44 ( 4 ) 65%

さ く ら だ 60 ( 4 ) 44 ( 3 ) 73% 64 ( 4 ) 53 ( 4 ) 83% 124 ( 8 ) 97 ( 7 ) 78%

ふ く ろ 33 ( 2 ) 17 ( 2 ) 52% 35 ( 2 ) 25 ( 1 ) 71% 68 ( 4 ) 42 ( 3 ) 62%

ほ り ふ な 30 ( 2 ) 14 ( 2 ) 47% 32 ( 2 ) 11 ( 2 ) 34% 62 ( 4 ) 25 ( 4 ) 40%

合　　計 219 ( 14 ) 153 ( 12 ) 70% 233 ( 14 ) 169 ( 13 ) 73% 452 ( 28 ) 322 ( 25 ) 71%

１園当たり平均 70% 73% 71%

※ 園児数は平成２５年５月１日現在
※ ( )の数字は特別支援を必要とする幼児数・内数

園児数計

37 26 39 28 75 54

平成２５年度北区立幼稚園園児数及び充足率（年齢別）

幼稚園名
４歳児 ５歳児 計

４歳定員数 ４歳園児数 ５歳定員数 ５歳園児数 園定員数
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（４） 選考方法（昨年の北区立幼稚園新入園児募集要項から引用） 

定員を超えないときは、申し込んだ幼児全員が入園予定者となります。 

定員を超えたときは、抽選により入園予定者を決定します。 

※４歳児の応募幼児数が１０名以下の時は、原則として学級編制を行いません。 

      ※学級編制を行ったあと、４歳児の園児数が１０名以下になった幼稚園は、翌年度 

の園児募集を原則として行いません。 

 

（５） 入園手数料・保育料・保育時間  

                

① 入園手数料  1,100円 

（ただし、入園のとき１回） 

 

② 保育料     月額 5,000円 

（8月分は夏期休業のため 

必要ありません。） 

※入園後は、上記のほか教材費、 

PTA会費などの費用が毎月かか 

ります。 

 

③ 保育・教育時間 

 

月・火・木・金   9：00～14：00 

水          9：00～11：40 

※降園後は園庭開放実施 

※夏期休業中はプール指導 

プール開放実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 特別支援教育に関すること 

わずかな手助け（日常生活上部分的な介助）があれば、集団の中で他の幼

児と一緒に園生活を送ることが出来る幼児は、各クラス 2名まで受け入れて

います。 

 

（７） その他 

通園については、保護者に送り迎えをお願いしております。また、給食はあり

ません。 
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２ 北区幼稚園審議会 

  ・設置の目的 

      北区立幼稚園の設置及び運営の基本方針に関し必要な事項を調査審議する 

ため東京都北区幼稚園審議会を置く 

  ・所掌事務 

     ・区立幼稚園の適正配置に関すること 

     ・区立幼稚園の基本方針に関すること 

  ・委   員 

     学識経験者、区議会議員、私立幼稚園協会役員、小学校長、幼稚園長、幼 

稚園副園長、小 P連役員、幼 P連役員、自治会連合会役員、区職員 

 

３ 幼稚園審議会答申（第 1次～第 7次）の概要 

  ※第 1次答申（昭和 46年） 

    諮問事項：北区立幼稚園の適正配置及び運営の基本方針について 

答申内容：適正配置「豊川小学校内、梅木小学校内、滝野川第三小学校内に３園」 

運営方針「保育年数は 1年保育と 2年保育の併用） 

「園の規模は 3学級以上とし、1学級の定員は 40名」他 

                  

※第 2次答申（昭和 47年） 

    諮問事項：北区立幼稚園の適正配置及び運営の基本方針について 

    答申内容：適正配置「王子西地区に独立園及び王子小学校内、浮間小学校内、滝 

野川第二小学校内の 3園」 

運営方針「保育年数は 1年保育と 2年保育の併用） 

「園の規模は 3学級以上とし、1学級の定員は 40名」他 

 

※第 3次答申（昭和 49年） 

    諮問事項：北区立幼稚園独立 3園の適正配置及び運営の基本方針について 

答申内容：適正配置「赤羽東地区、赤羽西地区、滝野川東地区に独立 3園」 

運営方針「保育年数は 1年保育と 2年保育の併用」 

「園の規模は 3学級以上とし、1学級の定員は 40名」他 

     

※第 4次答申（昭和 57年） 

    諮問事項：北区立幼稚園の適正配置及び運営の基本方針について 

答申内容：適正配置「幼児人口の減少傾向の中で未設置の浮間小学校内併設園、 

滝野川第二小学校内併設園及び赤羽東地区独立園を含め区 

内幼稚園の設置計画は断念」 

運営方針「心身障がい児の受け入れ体制をつくる」 

「保育年数は 1年保育と 2年保育の併用」 

「学級定員については減じていく方向で検討」他 

 

※第 5次答申（昭和 61年） 

   諮問事項：北区立幼稚園の適正配置及び運営の基本方針について 

   答申内容：適正配置「今後の幼児人口の増大及び社会情勢の大きな変化がない限 

り現状を是とし、増設・統廃合の必要性は認められない」 

            運営方針「5歳児 1年保育の募集を順次中止」 
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「学級定員については 40人から 36人へ減じていく」他 

     

※第 6次答申（平成 7年） 

    諮問事項：北区立幼稚園の適正配置及び運営の基本方針について 

     答申内容：適正配置「幼児人口の急激な減少から学級の少人数化が進行している。 

幼児教育環境を整え、効果的な園運営を行うためには、一定数 

に達しない場合の公立幼稚園の休園及び廃園もやむを得ない。 

           運営方針「学級定員については国の設置基準上限の 35人とする」他 

「3歳児保育の導入については慎重な検討と配慮が必要」 

   

※第 7次答申（平成 18年） 

諮問事項：就学前教育の機能充実及び区立幼稚園のあり方について 

１ 就学前教育の機能充実について 

(1)幼保小の連携強化について 

(2)家庭・地域の教育力向上のための支援について 

(3)幼保一元化について 

(4)私立幼稚園と保護者への支援の充実と公私格差の是正について 

 

２ 区立幼稚園のあり方について 

     答申内容 

○就学前教育の機能充実について 

(1) 北区の特色である北区学校ファミリーを発展させ、幼児教育と学校教育

の連続性を確保することにより、就学前教育の機能充実を図っていくべき 

(2)既存施設の活用等により就学前教育機能充実の拠点を整備して、就学

前教育全般にわたる相談や、在宅の子育て家庭の教育力向上支援など、

子育てサポート体制を構築する。 

(3)幼保総合施設の国の検討結果や私立幼稚園における預かり保育等の成

果も踏まえ、北区の実情に適した幼保一元化施設のありかたを早急に検

討する必要がある。 

(4)私立幼稚園と保護者への支援の充実と公私格差の是正については、私

立幼稚園が就学前教育の機能充実に努められるよう、支援策を検討す

べきである。 

○区立幼稚園のあり方について 

区立幼稚園については、現状よりも就学前教育の機能充実が図れる施 

策の実施及び地域事情などを勘案して弾力的に対応することを条件として 

区立幼稚園の廃止・縮減はやむを得ない。 

 

平成１７年度には幼児を取り巻く環境の急激な変化から区立幼稚園の見直しが緊急

かつ重要な課題となり、第７次幼稚園審議会を設置し、「就学前教育の機能充実及び

区立幼稚園のあり方」について諮問し答申を受けました。 

さらに教育基本法や学校教育法の改正、「認定子ども園」の法制化などに基づき、北

区における就学前の一貫した教育及び保育を実施するための基本的なあり方と幼保

一元化に関する考え方を明らかにするため「北区就学前教育保育検討委員会」が組

織され平成２０年度に検討結果が報告されました。平成２２年度より４歳児の特別支援

対象児の受け入れをすべての園で開始しました。 
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４ 北区就学前教育保育検討委員会 

  北区幼稚園審議会第 7次答申等を踏まえ、北区の就学前教育保育の充実を目指

すため、東京都北区就学前教育保育検討委員会を設置 

   

  ※北区就学前教育保育検討委員会報告書（平成 20年 8月） 

    ・北区の目指すべき就学前教育保育のあり方 

    ・幼保一元化施設 他 

   ※別冊「子どもたちの育つ姿」 

    ・幼稚園の教育課程または保育所の保育課程を作り、さらに家庭での育児の参 

考になるよう、0歳から就学前までの子どもの姿をまとめた。 

    ・幼稚園や保育園での子どもの実際の様子に長年触れてきた保育者の観察の 

経験をもとに、指導の参考になるように各年齢での育ちの主な点を整理した。 

【報告書及び別冊のダウンロードはこちらから】
http://www.city.kita.tokyo.jp/docs/digital/452/atts/045246/attachment/attachment.pdf 

 

５ 北区の就学前教育の取り組み 

  平成１８年２月の幼稚園審議会答申（第７次）を受けて、就学前教育の機能充実を

図るため「北区就学前教育保育検討委員会」を設置し、平成２０年３月に「検討委員

会報告書」及び「子どもたちの育つ姿」が報告され、就学前の一貫した教育・保育を

実施するための基本的なあり方について具体的に示されました。 

この報告書等を基に、検討を重ね、平成２２年からは「きらきら 0年生応援プロジェ

クト」事業を実施しています。 

※事業内容 

園児が小学校を訪問し、行事参加、施設見学、交流給食等、児童との交流を体

験し、小学校生活に対し、安心感と期待感を持ち、一方、小学生は、自分の成長を

確認し、自信や、思いやりの気持ちを育む、互恵性のある活動として、保育園・幼稚

園と小学校との交流事業を実施します。 

平成２５年度は、８２園のうち６３園、７７％の幼稚園、保育園で実施しています。 

そのほか公立、私立保育園・幼稚園の４・５歳児担当の保育士、教員に対して、 

保育内容と指導力の充実を図るための研修会や、講演会を開催しています。 

また、平成２３年度に作成した「保幼小接続期カリキュラム」を平成２４年度は保育

園・幼稚園が活用し、検証を行い、内容の充実を図るとともに、研修などを通して、

普及拡大に努めております。 

さらに、平成２６年度は新規事業として、来年４月に就学予定の幼児がいる保護

者を、対象として、「北区小学校プレセミナー」を実施する予定です。 

   このように、交流活動や研修会の実施、コーディネーター派遣等を通じ、保幼小 

接続期の教育・保育の一層の充実を図っているところです。 

 

６ 認定こども園 

認定こども園とは、幼稚園、保育所等のうち、以下の機能を備え、都道府県知事の 

認定を受けた施設のことをいいます。 

ア． 就学前の子どもを、保護者の就労の有無にかかわらず受け入れ、幼児教 

育・保育を一体的に提供する機能 

イ． すべての子育て家庭を対象に、地域における子育て支援を行う機能 
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(1) 制度創設の背景 

 

ア．親の就労の有無で利用施設が限定 

親が就労していれば    →   保育所 

親が就労していなければ  →   幼稚園 

イ．保育所待機児童が２万人いる中、幼稚園利用児童は１０年で１０万人減少 

ウ．育児不安の大きい専業主婦家庭への支援が不足している 

エ．少子化の進む中で幼稚園と保育所が別々に運営していると、子どもの育ち 

にとって大切な子ども集団が小規模化し、運営も非効率 

出典：文部科学省・厚生労働省 幼保連携推進室 

(2) 国における「認定こども園」の推進の考え方 

○「子ども・子育て支援法に基づく基本方針（案）」より抜粋 

市町村は、認定こども園が幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の

就労状況及びその変化等によらず柔軟に子どもを受け入れられる施設である

ことを踏まえ、現在の教育・保育の利用状況及び利用希望に沿って教育・保育

施設の適切な利用が可能となるよう、幼稚園及び保育所から認定こども園への

移行に必要な支援その他地域の実情に応じた認定こども園の普及に係る基本

的考え方を記載すること。中でも幼保連携型認定こども園については、学校及
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び児童福祉施設として一つの認可の仕組みとした制度改正の趣旨を踏まえ、

その普及に取り組むことが望ましい。 

 

(3) 施設の類型 

認定こども園は、既存の幼稚園や保育所等が、お互いの機能を付加すること

により認定を受ける制度であるため、構成する施設により大きく以下の 4つの

形態（類型）に分かれます。 

【幼保連携型】認可幼稚園と認可保育所が連携して一体的な運営を行うことに 

より、認定こども園としての機能を果たすタイプ 

【幼稚園型】認可幼稚園が、保育に欠ける子どもの保育時間を確保するなど、保

育所的な機能を備えて認定こども園としての機能を果たすタイプ 

【保育所型】認可保育所が、保育に欠ける子ども以外の子どもも受け入れるなど、

幼稚園的な機能を備えて認定こども園としての機能を果たすタイプ 

【地方裁量型】幼稚園・保育所いずれの認可もない地域の教育・保育施設が、

認定こども園として必要な機能を果たすタイプ 

 

 

幼保連携 ・並列型 幼保連携 ・年齢区分型 欠ける：
欠けない 欠ける 欠けない 欠ける

欠けない：

幼稚園 幼稚園

認可保育所 認可保育所

幼稚園 ・単独型 幼稚園 ・並列型 幼稚園 ・年齢区分型
欠けない 欠ける 欠けない 欠ける 欠けない 欠ける

幼稚園 幼稚園

認可外保育施設 認可外保育施設

欠けない 欠ける 欠けない 欠ける

認可保育所 認可外保育施設

幼　　　　稚　　　　園　　　　型

児童福祉法第39条
第1項に規定する子ど
も。いわゆる保育に欠
ける子

上記以外の子ども

幼稚園

施設の累計

幼　　保　　連　　携　　型

5歳

3歳

0歳

3歳 3歳

0歳 0歳

5歳

3歳

0歳

保　　育　　所　　型 地　　方　　裁　　量　　型

5歳 5歳
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(4) 利用手続き 

これまで保育所を利用する場合には、区市町村に入所の申し込みをし、区

市町村が入所を決定していました。しかし、認定こども園では、保護者と園が直

接契約を行うことになるため、申し込みも園に対して行うことになります。 

(5) 利用料 

これまで保育所では、区市町村が定めた利用料（保育料）を、保護者は区市

町村に支払っていましたが、認定こども園では直接契約となるために、園が利

用料を設定し、また保護者は園に直接利用料を支払うこととなります。 

なお、私立保育所が認定こども園になる場合の利用料は、これまでと同様、

保育の実施に要する費用を勘案し、かつ、保護者の家計に与える影響を考慮

して、保育の実施に係る児童の年齢等に応じて、設定することとされています。 

 

(6) 認定子ども園の１日の過ごし方（例） 

 

 

閉　　門

順次降園

預かり保育

午睡・室内遊び（コー
ナー保育）

おやつ（ランチルーム
にて）

室内遊び（コーナー保育）

補食・夕食
延長保育

順次登園

幼児教育

食事（ランチルームにて）

食休み・お話しの時間

長時間保育児 短時間保育児

３・４・５歳児

一日の流れ

19:15～

０・１・２歳児

保育

食事（各保育室）

午睡

おやつ（各保育室）

開　　　門

順次登園

12:00～

13:00～

14:00～

15:00～

16:00～

18:15～

時間

7:15

9:00～
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７ 認定子ども園の認定件数 

 
8  二十三区の状況 
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【目黒区】 

 

 
 

【台東区】 

 台東区では、平成１４年４月から台東区教育ビジョンのもと、幼児教育環境や子育て

支援の充実の観点から、幼稚園と保育園に通う子供たちを同じ就学前教育を受ける

子どもたちと捉え直し、幼保一体化事業として年齢別の幼児教育カリキュラムを作成し、

石浜幼稚園と橋場保育園の４、５歳児の合同保育を行ってきました。 

  さらに、これまでの合同保育の実績を踏まえ、より一体的な運営と更なる就学前教

育の充実を図るため「認定子ども園」として整備することとしました。 

  平成２０年４月台東区初の認定子ども園となる「石浜橋場子ども園」を、平成２１年４

月に「ことぶき子ども園」を、平成２６年４月に「たいとう子ども園」をそれぞれ開設しまし

た。 
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        きらきら０年生応援プロジェクト事業に関わる動向        資料５ 
 

年 月      北区の動向      国・都の動向 
平成１７年 
（２００５年） 

 ・中央教育審議会答申（１月） 
「子供を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の

幼児教育の在り方について」 
平成１８年 ・幼稚園教育審議会答申（２月）  
平成１９年 ・北区就学前教育保育検討委員会設置（１２月）  
平成２０年 ・北区就学前教育保育検討委員会報告（８月） 

検討委員会部会で「北区子どもの育つ姿」作成 
・幼稚園教育要領・保育所保育指針・小学校学

習指導要領の改訂告示（３月） 
平成２１年 ・子ども家庭部保育課に就学前教育保育アドバ

イザー配置（４月） 
・都実証研究モデル地区実施（５月から３年間） 
 

・都教育委員会「就学前教育保育プログラム 
及び就学前教育カリキュラム実証研究」開始

平成２２年 ・北区次世代育成支援行動計画（後期２２年度～

２６年度） 

・北区教育ビジョン２０１０策定 

・きらきら０年生応援プロジェト開始 

（保幼小研修会実施 
・保幼小交流プログラム・カリキュラム実証研究３

グループ開始（１０月） 
 

・文部科学省「幼児期の教育と小学校教育の

円滑な接続の在り方に関する調査研究協

力者会議」（報告） 

平成２３年 ・保幼小接続期カリキュラム実証研究３グループ 
開始（１０月） 

・保幼小接続期カリキュラム事例検討グループ開始 
  

 

平成２４年 ・保幼小連携実践報告書発行（２月） 

・保幼小連携実践報告会開催（２月） 
・平成２３年度版保幼小接続期カリキュラム発行～

接続期の教育の充実～（３月） 
・きらきら０年生応援プロジェクト事業に 
 コーディネーター派遣事業開始 

 

平成２５年 ・北区保幼小交流プログラム・保幼小接続期 
カリキュラム発行 
ー接続期の教育の充実を目指してー（３月） 

・北区保幼小接続期カリキュラム説明会開催 

 

平成２６年 ・北区小学校プレセミナー開催（１０月２５日） 
・きらきら０年生応援プロジェクト報告会 
 （２７年２月 

・｢幼保連携型認定こども園教育・保育要領」

告示（３月） 

 



                  
「きらきら０年生応援プロジェクト」設置の背景と 5 年間の主な事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

国 

平成18年 12月22日 

教 育 基 本 法 の 改 正 （ 法 律 第 百 二 十 号 公 布 ）  ６０年ぶりの改正 

〇幼児教育の重要性が位置づいた。 

第十一条（幼児期の教育）新設 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることにかんがみ、国及び地方公共団体は、幼児の

健やかな成長に資する良好な環境の整備その他適当な方法によって、その振興に努めなければならない。 

 

１ 

 

文

部

科

学

省 

平成 17 年 1 月 28 日  中 央 教 育 審 議 会 答 申  

「子供を取り巻く環境の変化を踏まえた今後の幼児教育の在り方について」 

       子どもの最善の利益のために幼児教育を考えるー 

〇幼児期における教育の重要性 （幼児＝小学校就学前の者） 

  子どもの育ちの課題＝環境の変化・地域社会の教育力低下・家庭の教育力低下 
〇家庭・地域社会・幼稚園等施設の三者がそれぞれの教育機能を発揮して子どもの

  健やかな成長を支える（地域の人材活用） 
〇幼児の生活の連続性及び発達や学びの連続性を踏まえた幼児教育の充実を図る。
〇幼稚園と保育所の連携の推進 

２

 

北

区

平成１８年 2月 

北 区 幼 稚 園 教 育 審 議 会 答 申 （第 7 次） 

＊少子化等で区内幼児教育施設の廃園等の現状 

〇就学前教育の機能充実 

 ・幼保小連携強化→学校ファミリーの発展（私立）
・家庭地域の教育力向上支援 

 ・幼保一元化（北区の実情に適したあり方検討を）
 ・私立幼稚園と保護者への支援の充実 

〇区立幼稚園のあり方について 

 ・区立幼稚園の廃止・縮減はやむを得ない 

４ 

 

文

部

科

学

省 

平成20 年 3月28日 

幼稚園教育要領改訂 告示 

〇発達や学びの連続性及び 
 幼稚園での生活と家庭など

での生活の連続性を確保 

〇子育て支援と教育課程に係

る教育時間の終了後等に行

う教育教育活動は、その内

容や意義を明確化する。 

〇幼稚園が地域の幼児教育セ

ンターとしての機能を果た

すよう努める。 

 

〇幼稚園と小学校の円滑な
接続のための連携図るよ
うにすること。 

５ 

 

文

部

科

学

省 

平成20 年 3月28日 

小学校学習指導要領改訂 告示 

〇生きる力の育成 

〇教育の目標に新たに規定された内容 

 ・能力の伸長、創造性、職業との関連重視   

・公共の精神、社会の形成に参画する態度 

・生命や自然の尊重、環境の保全 

・伝統と文化の尊重、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛し、

他国を尊重、国際社会の平和と発展に寄与 

〇第 1 章総則 

・学校がその目的を達成するため、地域や学校の実態等に応じ、家庭や

地域の人々の協力を得るなど家庭や地域社会との連携を深めること

と。また、小学校間、幼稚園や保育所、中学校及び特別支援学校な

どとの間の連携や交流を図るとともに、障害のある幼児児童生徒と

の交流及び共同学習や高齢者などとの交流の機会を設けること。 

６ 

 

厚

生

労

働

省

平成20 年 3月28日 

保育所保育指針改定 告示 

〇厚生労働大臣による「告示化」

〇保育所の役割 

・養護と教育の一体的実施 

〇環境を通して子どもの保育を 
 総合的に行う。 

〇保護者への支援 

〇保育内容の改善・質の向上 

 
〇第４章 保育の計画及び評価 

小学校との連携を図るよう配
慮すること 

 

 

 

 

７ 

 

北 

 

区 

 

 

 

平成 20 年 8 月報告（１９年 12 月検討委員会設置） 

北 区 就 学 前 教 育 保 育 検 討 委 員 会 （ 報 告 書 ）  

・「子どもたちの育つ姿」 冊子発行 

〇就学前教育保育は、早期教育ではなく遊びをとおして学ぶ大切

さを伝える必要がある。 

〇北区の目指すべき就学前教育保育のあり方 

 は、就学前の北区の子どもが、幼稚園・保育所等において共通

性のある就学前教育保育を受け健全で心豊かに成長するための

環境つくりをすることが望まれる。 

〇「子どもの育つ姿」を踏まえ、幼稚園では教育課程、保育所で

は保育課程の編成と幼稚園、保育所の連携を推進し、幼保協働

による一貫した教育課程・保育課程の編成をする必要がある。

〇小学校と就学前施設との連携 

〇障害児支援教育保育の統一的・総合的な支援システムをつくる

必要ある。 

 ・区立幼稚園に４歳児の障害児受け入れ枠が必要である。→22

年度から４歳児枠有 

〇在宅時支援の強化 

〇幼保一元化施設は国の動向を見定めて取り組みを行うことが望

まれる。 

13

 

文

部

科

学

省 

平成２２年１０月 

 

 

（１） 幼児期の教育と小学校の教育の関係を「連続性・一貫性」

で捉える考え方を示す。 

（２） 幼児期と児童期をつながりで捉える工夫を示す 

  ・幼児期の終わりから児童期（低学年）は学び・生活上・ 

精神な的な三つの自立を育成 

・児童期は、「学力の三つの要素」を育成 

（３） 幼小接続の取り組みを進めるための方策を示す 

・連携・接続の体制つくり （教育委員会の役割大） 

14 

 

国 

平成２３年６月３日学校教育法の改正（法律第六十一号公布）

〇学校の定義を子供の発達の連続を踏まえて「幼稚園」を一番初

めに明記する。 

〇幼稚園教育の目的を、義務教育及びその後の教育の基礎を培う

ものとして明記した。 

９ 北区 
  ２１年４月 ２３年３月 

（３年間） 
都教委から研究委託を受け 
梅木小・うめのき幼・西が丘
保の１校２園で研究実施 

・就学前教育プログラムと就学
前教育カリキュラムの実証
研究実施 

１１１００１ 

 

８ 北区  平成２１年４月 

 

 

 

（１） 保幼小交流事業・交流給食開始

（予算化） 

（２） 保育士・教員研修会実施 

（園長・主任・担任） 

（３）保育所公開保育開始・保育所訪問 

１２ 北区  平成２２年４月開始 

きらきら０年生応援プロジェクト設置 

 
１年目（２２年度） 

・連絡協議会、連絡協議会における開発連

絡会設置 

・保幼小３グループで実証研究開始 

・保幼小交流事業・研修会実施・公開保育 

２年目（２３年度） 

 ・カリキュラム検討委員会・部会設置 

 ・新規保幼３グループ実証研究開始 

・保幼小連携実践報告書発行２４年 2 月 

・保幼小連携実践報告会開催 

・平成２３年度版保幼小接続期カリキュラム

発行～接続期の教育の充実～２４年３月 

３年目（２４年度） 

 ・カリキュラム事例検討部会 

・北区保幼小交流プログラム・保幼小接続期

カリキュラム発行・説明会開催２５年３月 

・新規コーディネーター派遣開始 

４年目（２５年度） 

・新規４歳児担任研修会開始 

 

５年目（２６年度） 

 ・新規北区小学校プレセミナー開催予定 

１０ 東京都教育委員会 

  平成２２年２月 
〇「就学前プログラム」発行 

  平成２３年３月 

〇「就学前教育カリキュラム」発行 

１１ 北区 平成２２年２月 

北区教育ビジョン２０１０ 策定 

 〇 重点施策１６に 

「就学前教育・保育の充実」が

明記される。 

 

      平成 22 年３月 

北区基本計画２０１０ 策定 

 〇４つの重点施策の一番目 

「子ども」・かがやき戦略、 

  ２-６未来を担う人づくり

＜学校教育・青少年の項＞に 

 「幼児教育の充実」が示され 

 「きらきら０年生応援プロジ 

  ェクト」が計画事業とされる。 

幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方に関する
調査研究協力者会議（報告） 

子ども家庭部 保育課に就学前教育
保育アドバイザー配置（２名） 

資料６ 



　資料７

二十三区の状況(区立幼稚園等）
平成25年度　学務課長会調べ

園      数
合  計 独 立 併 設

３歳児 12 226 備考参照 20名定員：３園　35名定員：４園　45名定員：１園　 子ども支援課

千代田 8 4 4 ４歳児 9 209 備考参照 20名定員：２園　35名定員：５園　50名定員：１園 支援係
５歳児 9 212 備考参照 20名定員：１園　35名定員：６園　50名定員１園　
合  計 30 647
３歳児 28 536 25 １学級定員は原則20名だが､やむを得ない場合25名まで受け入れること有り

中  央 16 6 10 ４歳児 20 477 35 1学級定員は原則30名だが､やむを得ない場合35名まで受け入れること有り
５歳児 20 478 35 　　　　　　　　　　　　　　　　　〃
合  計 68 1,491 ※うち、3園休園中

３歳児 8 205 備考参照 (3歳児) 20名定員-3園　 25名定員-1園　30名定員-4園
港 12 7 5 ４歳児 17 368 備考参照 (4歳児) 20名定員-1園 　25名定員-11園

５歳児 17 372 備考参照 (5歳児) 20名定員-1園 　25名定員-11園
合  計 42 945
３歳児 13 213 １７・３０ 30名定員－１園（1学級）

新  宿 19 5 14 ４歳児 19 368 ３０・２５ 25名定員－１園（２学級）
５歳児 19 339 ３０・２５ 25名定員－１園（２学級）
合  計 51 920 独立園のうち3園は子ども園、他併設6園休園中

３歳児 6 126 20 入園希望者が募集定員を超えた場合には、抽選を行う。
文  京 10 10 0 ４歳児 15 367 26 　　　　　　　　　　　　　　　〃

５歳児 15 349 26 　　　　　　　　　　　　　　　〃
合  計 36 842
３歳児 12 242 20

台  東 12 9 3 ４歳児 12 259 30
５歳児 12 237 30
合  計 36 738 80 独立園のうち１園はこども園

３歳児 0 0 0 学務課
墨  田 7 3 4 ４歳児 7 220 35 事務担当

５歳児 7 187 35
合  計 14 407
３歳児 0 0 0

江  東 20 13 7 ４歳児 35 924 30
５歳児 34 958 30
合  計 69 1,882
３歳児 0 0 0

品  川 9 7 2 ４歳児 10 318 35 保育課
５歳児 10 339 35 入園相談係

合  計 20 657 70
３歳児 1 20 20 ・２園はこども園へ移行

目  黒 5 2 3 ４歳児 3 102 35 （平成２５年度～みどりがおか／平成２６年度～げっこうはら）
５歳児 5 152 35 ・２園は廃園
合  計 9 274 （平成２５年度末　からすもり、ふどう）

３歳児
大  田 0 0 0 ４歳児 Ｈ２０年度末で区立幼稚園全園廃園

５歳児
合  計 0 0
３歳児 0 0 0 学務課

世田谷 9 0 9 ４歳児 18 566 34 学事係
５歳児 18 528 34
合  計 36 1,094
３歳児 0 0 0 ２園は幼保一元化施設

渋  谷 6 2 4 ４歳児 5 110 30 山谷幼稚園・千駄谷幼稚園の5歳児の定員は30名 学務課

５歳児 6 132 35
合  計 11 242
３歳児 2 32 16

中  野 2 2 0 ４歳児 2 54 32
５歳児 2 50 32
合  計 6 136
３歳児 3 54 18 学級定員　18名－3園

杉  並 6 0 6 ４歳児 8 236 32、35 学級定員　35名－４園・32名－2園 保育課
５歳児 8 232 32、35 学級定員　35名－4園・32名－2園 子供園担当

合  計 19 522
３歳児 0 0 0

豊  島 3 3 0 ４歳児 3 70 30 学級定員　30名
５歳児 3 82 30 学級定員　30名
合  計 6 152
３歳児 0 0 0

北 6 3 3 ４歳児 7 153 30(33)
５歳児 7 169 32(35)
合  計 14 322 　※1学級定員 経過措置で3園が33.35定員

３歳児 9 199 10、30、35 こども園3歳児は１学級で定員10人
荒  川 9 6 3 ４歳児 12 276 21（22）、35 こども園４歳児は２学級で定員43人

５歳児 12 248 21（22）、35 こども園５歳児は２学級で定員43人
合  計 33 723 独立園のうち１園はこども園

３歳児 0 0 0
板  橋 2 1 1 ４歳児 3 58 35

５歳児 3 66 35
合  計 6 124
３歳児 0 0 0

練  馬 5 5 0 ４歳児 9 206 26・28 学級定員 26名- 1園・ 28名- 4園  学務課
５歳児 12 230 26・28 学級定員 26名- 1園・ 28名- 4園  学事係

合  計 21 436
３歳児 0 0 0

足  立 2 2 0 ４歳児 2 40 25
５歳児 2 43 25
合  計 4 83
３歳児 0 0 0

葛  飾 3 3 0 ４歳児 3 65 30
５歳児 4 85 35
合  計 7 150
３歳児 0 0 0

江戸川 4 3 1 ４歳児 7 173 35
５歳児 9 215 35
合  計 16 388

区  名 区  分 学 級 数 園 児 数 １学級定員

学務課学校
運営支援係

学務課学事
係

学務課学事
係

学校運営課
保健給食・
幼稚園係

子ども家庭
課幼児教育
係

学務課
幼稚園学校
運営係

学務課
学事第一係

学校支援課
学校支援係

学校運営課学事係

学務課幼児
教育担当

学務課学事係

学務課学事係

学事係

学校運営課
学事係

学務課学事
係

担当課係備  　　　　　    考

保育園・幼稚
園分野
入園相談担
当



                 内　閣　府
                 文部科学省告示第１号　
                 厚生労働省

　　　　　　　　平成２６年４月３０日　

　　資料８



 









 



 

 





 

 

 



 



 



 



 

 





 

 

 





 





 



 



 

 



 

 



 










